
北本市都市整備部建築開発課 

平 成 ３ １ 年 ４ 月 １ 日 

正本に添付する証明は複写不可 正本はファイル綴じ不要 

建築等許可申請添付書類一覧 

法第４３条第１項（開発許可を受けていない区域における建築物の建築許可等） 
 

申請部数：２部（正１部、副１部） 
 

№ 添付書類 内 容 

1 

建築物の建築、改築若しくは用途の変

更又は第一種特定工作物の新設許可申

請書 

 

2 委任状 （代理者による申請の場合） 

3 理由書  

4 土地登記事項証明書 発行後6か月以内 

5 土地権利者の同意書 
（申請者以外に所有権、抵当権等の権利者がいる場合） 

実印、同意年月日記入 

6 土地権利者の印鑑証明書 
（申請者以外に所有権、抵当権等の権利者がいる場合） 

発行後3か月以内 

7 立地基準の判断に必要な書類 別表のとおり 

8 都市計画図 方位、区域朱書き、カラーコピー 

9 案内図 方位、区域朱書き 

10 公図 発行後3か月以内、方位、縮尺、区域朱書き 

11 現況図 方位、縮尺、区域朱書き、既存公共施設、撮影方向 

12 現況写真（2方向以上） 区域朱書き、道路を入れて撮影 

13 求積図（実測） 方位、縮尺、区域朱書き、面積（小数点第2位） 

14 
土地利用計画平面図（建築物配置図） 

【建築物の間取りは記入しないこと】 

方位、縮尺、区域朱書き、道路（幅員、市道番号等、建築基準法上の道

路種別）、予定建築物の用途・床面積、緑地等の位置、『切土・盛土なし』

と明記、擁壁・外構の種類（既設・新設の別も明記） 

15 
排水施設計画平面図 

【建築物の間取りは記入しないこと】 
方位、縮尺、排水系統、種類、材料、管径、水の流れの方向等 

16 排水施設構造図 排水桝、合併処理浄化槽、油水分離槽、最終桝から排水先への接続等 

17 雨水流出抑制計算書 
【専用住宅で北本市雨水流出抑制施設設置基準により設計されている場

合は不要】 

18 水路占用許可書の写し （出入口、排水等のために水路を使用する場合） 

19 
道路工事施行承認書の写し、道路占用

許可書の写し 
（道路に関する工事を行う場合や道路に物件等を設けて使用する場合） 

20 
排水管埋設同意書、印鑑証明書、土地

登記事項証明書 

（排水のために隣地等を利用する場合） 

印鑑証明書は発行後3か月以内、土地登記事項証明書は発行後6か月以内 

21 公共下水道区域外流入許可書の写し （公共下水道区域外流入する場合） 

22 都市計画法第53条許可書の写し （都市計画施設の区域内に建築物を建築する場合） 

23 その他市長が必要と認める書類  

 

（裏面へ） 
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別表 立地基準の判断に必要な書類 

№ 添付書類 内 容 

1 法第34条第1号（日常生活に必要な物品販売の店舗、自動車修理工場等） 

1-1 50戸連たん図 縮尺1/2,500の白地図を使用して作成、各敷地朱書き 

1-2 資格証の写し （美容師等の資格が必要な場合） 

2 法第34条第2号（鉱物資源、観光資源等の有効利用上必要な施設） 

2-1 証明書 温泉法に基づく温泉証明等 

3 法第34条第4号（農林漁業用施設） 

3-1 農家証明書【取引先を含む】 発行後3か月以内 

3-2 事業計画書 

収支計画（減価償却を含む）、原材料入手先・入手方法（取引証明書の写

し、契約書の写し等）、年間生産・業務計画（月別作業量、作業内容等）、

販売先・販売方法（取り決め方法・契約、出荷方法等）、耕作地分布図 

4 法第34条第7号（既存工場の関連施設） 

4-1 
既存工場と密接に関連することが分か

る書類 

収支計画（減価償却を含む）、原材料入手先・入手方法（取引証明書の写

し、契約書の写し等）、年間生産・業務計画（月別作業量、作業内容等）、

販売先・販売方法（取引証明書の写し、契約書の写し等） 

5 法第34条第9号（休憩所、給油所、火薬類製造所）  なし 

6 法第34条第11号（集落区域における建築物）    なし 

7 法第34条第12号 条例第5条第1号ア（区域区分日前所有地における自己用住宅） 

7-1 50戸連たん図 縮尺1/2,500の白地図を使用して作成、各敷地朱書き 

7-2 申請者の世帯全員の住民票 発行後3か月以内 

7-3 
建物賃貸借契約書の写し（同居の場合

は建物登記事項証明書） 
建物登記事項証明書は発行後3か月以内 

7-4 親族図 申請者と区域区分日前から現在までの土地所有者の続柄を明示 

7-5 戸籍謄本 

発行後3か月以内 

申請者と区域区分日前から現在までの土地所有者の続柄が確認できるこ

と（該当親族全員分を添付） 

8 法第34条第12号 条例第5条第1号イ（長期居住者の親族の自己用住宅） 

8-1 50戸連たん図 縮尺1/2,500の白地図を使用して作成、各敷地朱書き 

8-2 申請者の世帯全員の住民票 発行後3か月以内 

8-3 
建物賃貸借契約書の写し（同居の場合

は建物登記事項証明書） 
建物登記事項証明書は発行後3か月以内 

8-4 親族図 申請者と土地所有者の続柄、申請者と長期居住者の続柄を明示 

8-5 長期居住者に該当する親族の住民票 
発行後3か月以内 

20年前から現在までの間の居住が確認できること 

8-6 戸籍謄本 

発行後3か月以内 

申請者と土地所有者の続柄、申請者と長期居住者の続柄が確認できるこ

と（該当親族全員分を添付） 

9 法第34条第12号 条例第5条第2号（長期居住者の自己業務用建築物） 

9-1 住民票 発行後3か月以内、20年前から現在までの間の居住が確認できること 

10 法第34条第12号 条例第5条第3号（公共移転） 

10-1 従前地の都市計画図、案内図 方位、区域朱書き、都市計画図はカラーコピー 

10-2 収用証明書  

10-3 
収用された建築物の建物登記事項証明

書、建築確認通知書(確認済証)の写し 

建物登記事項証明書は発行後3か月以内 

建築物の所有者及び用途が確認できるもの 

11 法第34条第12号 条例第5条第7号（既存建築物の敷地拡張） 

11-1 
既存建築物の建物登記事項証明書、建

築確認通知書（確認済証）の写し 

建物登記事項証明書は発行後3か月以内 

既存建築物の用途が確認できるもの 

12 法第34条第12号 条例第5条第8号（国道17号に面した土地における小売業の店舗）  なし 

 


